
事業管理シート（施策）

No. 11 担当課

１．施策名

2

2

1

２.重点事業

H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

939人 832人 960 1,062 1,263人

３.基本事業

今後の方向性（Ａ）

・老人クラブ連合会へ加入することで、単位クラブ役員の負担が大きくならないよう事業を見直すなど、高齢者のニーズに合った活動が行われるように支援する。
・現行敬老会の課題に愛翁するため、令和３年度から新方式による敬老会を開催する。
・シルバー人材センターが適切に人材を確保していくことと、会員が働くことを通じて社会参加していけるよう支援に努める。

事業概要

・.老人クラブの活動支援等により、高齢者の生きがいづくりを支援する。
・敬老者への祝福と、長年に亘る社会貢献に対して感謝の気持ちを表すため敬老会を行う。また、100歳に達した方には、市長等が訪問しお祝いする。
・高齢者の就業機会の増大と福祉の推進を図るため、シルバー人材センターの事業場所の確保や事業の支援をする。

取組内容・結果等（Ｄ）

・令和元年度敬老会を市内10会場で開催し、対象者1,848人が出席した。
・老人クラブ連合会が行う高齢者の社会参加、健康づくりのための活動に対し支援を行った。
・シルバー人材センターの健全な運営のため、市からの業務発注の確保を庁内に依頼するなどの支援を行った。

課題・問題点等（Ｃ）

・老人クラブ活動は、高齢者の価値観が多様化する中、新規加入者が減少し解散してしまうクラブが出ているなど、会員の確保が課題となっている。
・敬老会開催については、自治会関係者の負担の増加を始め、今後の高齢者の増加などに対する対応など様々な課題への対応が必要である。
・シルバー人材センターは、退職年齢の延長や継続雇用の促進されている事から新規会員の確保が課題となっている。

施策名

事業名(中分類)

健康で元気に暮らせるまち【保健・福祉・医療・社会教育】

高齢者が元気にいきいきと暮らせるまちづくり

高齢者の介護予防と生きがいづくりを進めます

介護特会
3.1.1.603007(予防サービス事業費）
3.1.1.603009（高額介護予防サービス費相当事業費）
3.1.1.603010（高額医療合算介護予防サービス等費相当事業費）

3.2.1.603011（介護予防普及啓発事業費）
3.2.1.603012（地域介護予防活動支援事業費）
3.2.1.603013（地域リハビリテーション活動支援事業
費）
3.4.1.603017（審査支払費）
一般会計
3.1.3.103035（高齢者等社会福祉施設管理費）

介護予防推進事業
予算事業番号
(予算事業名)

介護予防普及啓発事業（出前行政講座）　受講
人数

達成
状況(%)

事業概要

・要介護状態にならないように要支援認定者及び総合事業の事業対象者に対して訪問型及び通所型の介護予防サービスを実施する。
・介護が必要とならないよう、早期に介護予防に取り組むために、いきいきサロン事業や介護予防教室等を実施し普及啓発に努める。
・地域での介護予防活動を推進するため、ボランティア養成講座等を行う。
・理学療法士を派遣し地域の介護予防活動に取り組む。
・高齢者に介護予防サービスの提供や健康の増進を図る事を目的とした場所を提供するため東部ふれあいプラザを管理する。。

実績値

事業指標

目標値
R7

現状値
H27

【令和元年度実施分】

施策を構成する事業評価

政策名

長寿介護課

基本目標

課題・問題点等（Ｃ）

取組内容・結果等（Ｄ）

・総合事業による通所介護相当サービスは延べ2,218人、訪問介護相当サービスは延べ550人の実績となった。
・いきいきサロンを実施し、閉じこもりがちな高齢者に介護予防のための体操や脳力トレーニング、レクリエーションなどに取り組んでもらうとともに、介護予防講演会や出前行政講
座を行い、介護予防に関する啓発を行った。
・地域づくり活動の担い手である介護予防サポーターとして、筋力アップ応援隊養成講座と脳力アップ応援隊養成講座を開催し、地域における予防活動が活発になるように支援し
た。

・高齢者の生きがいの創出や心身機能の維持向上を図ると共に、運動やレクリエーションにより、生きがいを持って生活を送ってもらえるよう介護予防の普及啓発に努める必要が
ある。また、今後更に地域における介護予防活動が必要になってくるため、より一層介護予防サポーター等の育成に取り組む必要がある。
・今後もあらゆる機会を通じ、介護予防活動の必要性と重要性を周知し、取り組みを推進していく必要がある。
・新型コロナウイルス感染症の影響で外出機会が減ると思われる高齢者が、自宅等でも気軽に介護予防活動に取り組めるような工夫が必要である。

生きがいづくり支援事業
予算事業番号
(予算事業名)

事業名(中分類)

今後の方向性（Ａ）

・市民が少しでも早い段階から介護予防に取り組めるような機会を提供し、地域における取り組みの強化を図る。
・令和元年度に作成した菊川いきいき体操の動画、カレンダ-を活用し、高齢者が自宅でも気軽に介護予防できるようにする。
・総合事業について、事業対象者一人ひとりの状態を把握しながら、適切な介護予防に取り組めるようサポートする。

3.1.3103030（高齢者等社会福祉費）
3.1.3.103033（敬老会費）
3.1.3.103034（シルバー人材センター活用推進費）
3.1.3.103036（高齢者等社会福祉施設整備事業費）



事業管理シート（施策）

No. 11 担当課

１．施策名

2

2

2

２.重点事業

H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

実施事
業：３事業

６事業 ８事業 ８事業

実施事
業：８事業
（平成30
年４月ま

で）

H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

5.92人 4.05人 3.50 3.29 2.69人

３.基本事業

事業概要

厚生労働省が策定した認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）に示されている認知症対策及び地域支援事業実施要綱別記３に示す包括的支援事業（社会保障充実分）にお
ける認知症総合支援事業を推進する。
・認知症の理解を深めるための啓発事業として、認知症サポーター養成講座等を実施する。
・認知症の発症者を早期に医療へつなげるため認知症初期集中支援チームを設置する。
・認知症地域支援推進員を配置するとともに認知症カフェ事業を実施する。

取組内容・結果等（Ｄ）

・出前行政講座として認知症サポーター養成講座を開催した。認知症サポーターは、一般市民を始め、市立病院職員、市職員など294人が受講し、合計で3,953人となった。その内、子どもサポーターは、小学校
からの依頼により35人受講し、合計で365人となった。
・認知症サポーター養成講座受講者の中で希望する人をわんわんパトロール隊として認定し、犬の散歩を地域の見守りの視点で行ってもらう。10人13匹を認定し、合計で60人76匹となった。
・認知症初期集中支援チームを設置し、継続１ケースと新規１ケースについて支援計画の検討を行った。
・認知症地域支援推進員を３ヶ所４人配置すると共に、認知症カフェ事業「またきてカフェ」については、市内２つの社会福祉法人に委託して実施し、計23回開催した。

課題・問題点等（Ｃ）

・認知症の人にやさしい地域を推進するため、認知症の理解について年代を問わず更に多くの人に呼び掛けていく必要がある。
・医療、介護の専門職による認知症初期集中支援チームが機能するよう、支援チームの体制やマニュアル等を見直し運営していく必要がある。
・認知症カフェ事業として行っている「またきてカフェ」について、これまでの成果を整理し、令和３年度以降の実施方法等について検討する必要がある。
・認知症の人やその家族を地域で支える体制や、地域づくり活動等が求められている。

事業指標
認知症サポーター一人当たりの高齢者見守り
人数

実績値 目標値
R7

達成
状況(%)

現状値
H27

今後の方向性（Ａ）

202１年度の地域包括支援センター増設に向け、専門職の確保と職員研修を行い、ブランチの機能転換を図る準備を進める。両センター間の役割分担や連携について明確にして
いく。

事業概要

・地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うため高齢者支援を一体的に実施する機関として地域包括支援センターを運営する。
・要支援認定者等の介護予防支援（サービス計画の作成等）を行う。
・健康や生活に関することや介護、権利擁護など高齢者の相談に応じる体制を整備する。

取組内容・結果等（Ｄ）

高齢者なんでも相談窓口としての総合相談支援事業、高齢者の権利を守るための権利擁護事業、地域における関係機関との連携やネットワーク構築のための包括的・継続的ケ
アマネジメント支援事業、介護予防支援事業所としての介護予防マネジメント事業について、保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員の３職種が連携を図りながら事業を実施し
た。
小笠地域の相談窓口としては、社会福祉法人和松会にブランチを委託し、相談員２～３人にて相談対応を実施した。
地域包括支援センターの運営については、地域包括支援センター運営協議会を３回開催し、協議を行った。

課題・問題点等（Ｃ）

現在、直営の地域包括支援センター1箇所及び委託のブランチ1箇所にて対応をしているが、高齢化の進行や生活環境の変化に伴う相談件数の増加、困難事例への対応、平成29
年4月から始まった介護予防・日常生活支援総合事業等による、介護予防ケアマネジメント業務の増加により専門職の確保と体制強化を図る必要がある。

施策名

事業名(中分類)

健康で元気に暮らせるまち【保健・福祉・医療・社会教育】

高齢者が元気にいきいきと暮らせるまちづくり

地域包括ケアの体制を充実します

介護特会
3.3.2.603021（在宅医療・介護連携推進事業費）

在宅医療と介護の連携促進事業
予算事業番号
(予算事業名)

在宅医療・介護連携推進事業（８事業）の実施
状況

達成
状況(%)

事業概要

在宅医療と介護の連携促進事業　医療と介護を一体的に提供するため、医療機関と介護事業所等の関係者の連携を推進することを目的とする。地域支援事業実施要綱別記３に
示す包括的支援事業（社会保障充実分）における在宅医療・介護連携推進事業に位置付けられた8事業に取り組む。
ア：地域の医療・介護の資源の把握　イ：在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討　ウ：切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進　エ：医療・介護関係者の情
報共有の支援　オ：在宅医療・介護連携に関する相談支援　カ：医療・介護関係者の研修　キ：地域住民への普及啓発　ク：在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携

実績値

事業指標

目標値
R7

現状値
H27

【令和元年度実施分】

施策を構成する事業評価

政策名

長寿介護課

基本目標

課題・問題点等（Ｃ）

取組内容・結果等（Ｄ）

・地域ケア会議において、在宅医療・介護連携推進事業について報告し、情報共有と事業へ助言をいただいた。
・市内の医療機関（医院・歯科医院・薬局）のリストを公開した。
・菊川病院内に「在宅医療・介護連携支援窓口」を設置し、介護系専門職からの相談及び問合せに対応した。また、菊川病院、家庭医療センター、地域包括支援センターと毎月１回
会議を開催し、それぞれの状況について情報共有を図った。
・県及び県医師会主催の多職種によるリーダー研修会に参加し、地域の課題と必要な取組みについて整理した。
・市内の医療・介護の専門職を対象に、きくがわ医療・介護連携多職種研修会を開催した。

・医療関係者と介護関係者が、お互いに顔の見える関係を更に強化していく必要がある。
・本市における在宅医療・介護連携推進事業のあるべき姿（目標）を共有し、それぞれの立場や場面において目標達成に向けた取り組みが必要である。
・市民に対しても、普及啓発や情報提供を進めて行く必要がある。

地域包括支援センター運営事業
予算事業番号
(予算事業名)

事業名(中分類)

今後の方向性（Ａ）

・国の説明によると、在宅医療・介護連携推進事業の取組として示されている８事業については、「ウ」を実現するために、まずア・イにより資源や課題を整理し、ウを実現するために
必要なエ～カの取組みを行うとのことであった。本市のア・イ・ウの状況について、引き続き精査し、取組みについて見直しを行う。
・在宅医療・介護連携推進事業のあるべき姿について、素案をまとめたので、今後の研修等でさらに精査していく。
・在宅医療を推進するに当たり、医師等の負担について、引き続き課題や問題点を整理していく。

介護特会
3.3.1.603003（包括的支援事業費）
3.1.2.603008（介護予防ケアマネジメント事業費）
3.3.2.603015（家族介護支援事業費）
一般会計
3.1.6.103040(介護保険推進費）

事業名(中分類) 認知症施策推進事業
予算事業番号
(予算事業名)

介護特会
3.3.2.603016（地域自立生活等支援事業費）
3.3.2.603019（認知症総合支援事業費）

今後の方向性（Ａ）

・認知症になっても住み慣れた地域で安心して生活することが出来るよう、認知症の人やその家族を支える「チームオレンジ」の整備を推進する。
・認知症サポーター養成講座については、改めて市内小中学校や民間企業にも実施を呼びかけていく。
・認知症地域支援推進員を配置して、認知症に対する相談や関係機関との調整を行うとともに、認知症カフェ事業を市内２つの社会福祉法人に委託して実施する。
・認知症初期集中支援チームでは、支援対象者及び家族等が必要とする支援を検討・実施する。また、支援チームの体制について協議を進める。



事業管理シート（施策）

2

2

2施策名

健康で元気に暮らせるまち【保健・福祉・医療・社会教育】

高齢者が元気にいきいきと暮らせるまちづくり

地域包括ケアの体制を充実します

政策名

基本目標

取組内容・結果等（Ｄ）

・生活支援コーディネーター業務を菊川市社会福祉協議会に委託し、コーディネーターを日常生活圏域（第２層）に３人配置（第１層は第２層の１人が兼務）し、コーディネーターの取組みを支えるための第１層協
議体を４回開催した。
・生活支援コーディネーターの取組み実績は、相談63件、訪問369件、よろず屋相談会３回。また、市内の住民主体で月１回以上集まる通いの場の数は、41カ所となった。
・新たな移動・買い物支援策として、あいのりタクシー事業の実証実験を行った。
・在宅介護者を支援するため、一定の条件を満たした人に対し、介護者手当て及び紙おむつの支給等を行った。
・高齢者の見守り事業として、高齢者配食サービス事業を実施した。

課題・問題点等（Ｃ）

・地域の中で生活支援に対する活動等を広めて継続するため、担い手となるボランティア（ヘルプマン）の育成を継続する必要がある。
・地域の共通した課題及びニーズである「買い物・移動・居場所」の３つについて、地域の多様な主体の皆さんと協議を進めていく必要がある。
・生活支援コーディネーターの役割や目的などについて周知を図り、地域の多様な取組み等について情報共有を図る必要がある。
・介護者に対する支援方法について、今後の高齢者福祉事業のあり方や内容について検討していく必要がある。
・第２層協議体の設置について、関係課等と協議する必要がある。

今後の方向性（Ａ）

・引き続き「買い物支援・移動支援・居場所づくり」の３つのテーマに重点を置き、地域でできることを地域住民と一緒に考え取り組んでいく。
・地域におけるちょっとした困り事や助け合いを推進するため、継続してボランティア（ヘルプマン）の養成を行う。
・地域活動として移動支援の取組みが広まるよう、サービスＤの導入について検討する。
・あいのりタクシーの実証実験を行い、事業として実施が可能か検証する。
・ＧＰＳ機器設置、紙おむつ支給など、内容や条件等について見直しを行う。

事業名(中分類) 生活支援サービス事業
予算事業番号
(予算事業名)

介護特会
3.3.2.603018（生活支援体制整備事業費）
3.3.2.603015（家族介護支援事業費）
3.3.2.603016（地域自立生活等支援事業費）
3.3.2603020（成年後見制度利用支援事業）
一般会計
3.1.3.103031（在宅福祉費）
3.1.3.103032（福祉施設措置費）
3.1.3.103831（一部事務組合費（高齢者福祉費・小笠
老人ホーム施設組合））

事業概要

・地域における多様な主体による生活支援等サービスの推進について、地域支援事業実施要綱別記３に示す包括的支援事業（社会保障充実分）における生活支援体制整備事業を推進する。
・在宅で生活されている高齢者や在宅で家族を介護されている人を支援する事業、地域の資源を活用した見守り事業等を実施する。
・高齢者の権利を守り、必要に応じて保護をするための事業を実施する。



事業管理シート（施策）

No. 11 担当課

１．施策名

2

2

3

２.重点事業

H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

３.基本事業

事業名(中分類) 地域密着型サービス事業
予算事業番号
(予算事業名)

なし

今後の方向性（Ａ）

市内全ての地域密着型サービス事業所について、３年に１回は実地指導を実施していく。

事業概要

地域密着型サービス事業所の指定・指導等を行いサービス提供体制を管理する。

３事業所に対して実地指導を行い、主に平成30年度法改正により変更となった基準について確認し、認識の誤り等があったので指摘や助言により改善を求めた。
また、地域密着型サービス運営協議会で管理状況や実地指導結果等について報告した。

取組内容・結果等（Ｄ）

課題・問題点等（Ｃ）

施設により運営基準等の遵守や制度変更内容等の理解に差が生じている。

今後の方向性（Ａ）

①施設側から要望があった場合、国庫補助金の対象となるか確認対応をしていく。
②旧東部デイサービスの躯体等に関する修繕は、市側で持つことになるため令和２年度に屋根全体の雨漏り修繕を実施する。

事業概要

①老人福祉施設等の施設整備に係る補助を行う。
②要介護者又は要支援者及びその家族の福祉の増進を図るため菊川市デイサービスセンターの管理を行う。

取組内容・結果等（Ｄ）

①令和２年度実施予定の特別養護老人ホームの増築に伴う市補助金について、令和２年度当初予算への計上及び補助要綱の策定を行った。
　また、施設の災害対応で発電機の購入が国庫補助の対象となり申請事務を行った。
②前年度の中部デイサービスセンター廃止により市営デイサービスセンターはない。社会福祉協議会に有償貸付をしている旧東部デイサービスセンターについて一部市で管理を行っている。

課題・問題点等（Ｃ）

①施設側が要望をしたい施設整備が国庫補助金の条件に合致しないものが多いため補助対象とならない。
②旧東部デイサービスセンターの有償貸付が、令和４年３月末までとなっており、継続的な貸付をする場合、再度国への財産処分の手続きが必要となる。

施策名

事業名(中分類)

健康で元気に暮らせるまち【保健・福祉・医療・社会教育】

高齢者が元気にいきいきと暮らせるまちづくり

高齢者の生活を支援する介護サービスを推進します

なし
予算事業番号
(予算事業名)

達成
状況(%)

事業概要

実績値

事業指標

目標値
R7

現状値
H27

【令和元年度実施分】

施策を構成する事業評価

政策名

長寿介護課

基本目標

課題・問題点等（Ｃ）

取組内容・結果等（Ｄ）

居宅サービス事業
予算事業番号
(予算事業名)

事業名(中分類)

今後の方向性（Ａ）

3.1.6.103041（老人福祉施設等整備事業費）
3.1.6.103076（東部デイサービスセンター管理費）



事業管理シート（施策）

2

2

3施策名

健康で元気に暮らせるまち【保健・福祉・医療・社会教育】

高齢者が元気にいきいきと暮らせるまちづくり

高齢者の生活を支援する介護サービスを推進します

政策名

基本目標

今後の方向性（Ａ）

引き続き県の実地指導に立会い、事業実施状況の把握に努める。

事業概要

県による実地指導への立会い等により事業実施状況を把握し、サービス提供体制を管理する。
市内サービス事業所に対し研修会や情報共有のための連絡会を開催する。

取組内容・結果等（Ｄ）

県による実地指導への立会いを行った。
年2回事業所連絡会を実施し、防災についての研修及び行政から各種情報提供を行った。
また、市内１施設の移転増築計画について県・市・事業所と協議を行った。

課題・問題点等（Ｃ）

施設の移転増築を実施する年度となるため、工事の進捗状況の確認等を行っていく必要がある。

事業名(中分類) 施設サービス事業
予算事業番号
(予算事業名)

3.1.6.103040(介護保険推進費）


